
 

 

（ 続紙 １ ）                             

京都大学 博士（経済学） 氏名 田原 慎介 

論文題目 
介護組織における新しい社会サービス定着のメカニズムと組織間ネット
ワーク―顧客間に形成された感情的信頼が促進する手続的知識の移転効果
― 

（論文内容の要旨） 
近年、社会サービスの領域において社会的イノベーションが期待されているもの

の、新しい社会サービスは、法人顧客組織に普及・定着しにくいことが経営課題であ
る。本論文は、介護領域において、民間企業が開発した新しい社会サービスが、顧客
である介護組織に採用された後に、定着するメカニズムに関して、ユーザー・コミュ
ニティ内部での顧客間の組織間ネットワークの構造形態が影響する点を分析してい
る。マーケティング論においてRogers（2003）は、社会ネットワークの構造形態の違
いが、情報共有のあり方に影響するとの観点から製品・サービスの普及メカニズムを
論じた。ただ、新たな社会サービスの定着における顧客組織間でのネットワークの構
造形態と関係の質的特徴が影響するかについては、経営学的には研究は十分でない。
近年、マーケティングでは、利用ノウハウの必要なサービスに関しては、顧客同士の
ユーザー・コミュニティを活用すると、定着や普及を促進することが経験的に指摘さ
れている。しかし、法人顧客同士のユーザー・コミュニティにおける組織間ネット
ワークにおいて、どのような構造形態や関係性が、新しい社会サービスの普及や定着
に効果があるかは、まだ十分に検討されていない。 

本論文は、組織間関係論や組織学習論、マーケティング論などの議論を踏まえて、
顧客組織の間のネットワークの構造形態及び関係の質が新しい社会サービスの定着効
果に影響する点を検討する。顧客組織間において、水平的相互作用型、凝集型のネッ
トワークが形成されると、感情的な信頼関係を強化し、サービス利用に関するTrans-
active Memory System（以下“TMS”と略、対人交流型記憶のシステム）の発達と手
続的知識の共有を促進する。それが、社会サービスの定着に影響するとの分析枠組を
提示した。そして、実在企業の提供する社会サービスの顧客での定着に関する生存時
間解析を行うことで、こうした効果について実証的に検証をした。 

本論文の構成は、次のとおりである。第１章は研究背景として社会イノベーション
では新しい社会サービスの定着が課題であり、ユーザー・コミュニティ手法の効果に
ついての検討の必要性を示した。第２章はマーケティング論等での議論を踏まえて、
そこでの顧客組織間のネットワークの構造形態や関係の質の定着効果の議論が不十分
であることを示した。第３章は、顧客組織間の関係に関して、資源ベース理論、資源
依存論、新制度派組織論、社会ネットワーク論の代表的論理について比較して、新た
な社会サービスの普及と定着における組織間ネットワークの効果の特性を明らかにし
た。そしてRogers（2003）が示す集中型、水平的相互作用型、凝集型というネット
ワークの３つの構造形態の効果について比較検討した。第４章では組織学習論など踏
まえ顧客組織間での凝集的なネットワークが、感情的な次元での信頼関係を発達さ
せ、TMSにおいて知識移転を促進する効果があることを本論の主要仮説として示し
た。そして、第５章以降、この仮説を検討するために、公文教育研究会の開発した認
知症の予防・改善サービス「学習療法」の介護組織への定着を対象に実証分析を行っ
た。第５章で介護組織をめぐるサービス改善に学習療法などの新たな社会サービスの
持つ意義を示した。第６章では事例研究を通じて、顧客組織間のネットワークの中で
水平的相互作用型、凝集型の構造が集中型よりも感情的信頼関係を強め、知識共有を
進め、定着に影響する効果を確認した。第７章は、生存時間解析を用いて凝集的形態
が学習療法の定着に対して効果を持つことを計量的に明らかにした。第８章は全体の
再考察をし、本論の理論的および実務的な貢献、限界と今後の課題を検討した。 



 

 

（続紙 ２ ）                            

（論文審査の結果の要旨） 
 現在、社会サービスの重要な需要者である社会的弱者の生活の質（QOL）を上げる
ために、非営利部門や社会的部門の企業や非営利組織、公的機関は新たな社会サー
ビスのイノベーションの普及と定着という経営課題に直面している。本論文は、社
会イノベーションにおける重要な経営課題を検討し、新たな社会サービスが普及し
ても定着しづらい傾向を踏まえて、その定着を促進する経営手法の効果について経
営学的分析を行っている。特に、非営利組織や社会サービス組織などの法人顧客組
織に対するいわゆるBtoBのマーケティングの領域において、ユーザー・コミュニ
ティにおけるプロモーションがこうした普及と定着にどのような効果を持つかにつ
いては、経営学的にあまり検討されてこなかった。本論文は、社会サービス領域で
の新サービスの普及と定着について、組織間関係論、社会関係資本論、組織学習
論、マーケティング論、サービス経営学などの研究成果を組み合わせながら、新た
な分析枠組を提示した。そして、ユーザー・コミュニティにおける顧客組織間の
ネットワークにおける水平的・凝集的な構造形態と関係の質的な強さが、新たな社
会サービスに関する知識移転と定着促進に効果を持つことについて見出し、それを
実証的に分析した。 
 本論文の独自の貢献は、大きく３つある。第一に、マーケティング論、非営利組
織論や社会関係資本論等におけるネットワーク効果の研究を受けて、顧客組織間の
ユーザー・コミュニティにおいて、水平的相互作用型、凝集型のネットワーク構造
形態が、新たな社会サービスの定着に関して一定の効果を持つことを明らかにした
ことである。社会サービスのユーザー・コミュニティの組織間セットの設計に新視
点を示した。第二に、組織間関係論、社会関係資本論、組織学習論をふまえて、顧
客組織同士が水平的、多面的、凝集的なネットワークで交流すると、関係の質的次
元において感情的な信頼関係を発展させ、Transactive Memory Systemにおける新し
いサービスの手続的知識の共有を進め、その継続利用を促す因果関係を独自に示し
たことである。第三に実在企業の社会サービスに関する長期にわたる顧客データを
使いながら、事例分析だけではなく、生存時間分析を通じて、その定着効果を計量
的に明らかにしたことである。 
 ただ、本論文にも大きく今後発展させるべき３つの課題がある。第一に、組織間
の信頼関係と知識移転の活動の影響に関しては、事例研究中心に検討しており、関
連する計量分析の成果とのつながりが十分ではない。現在、分析中のサーベイデー
タの検討をもとに、計量分析によるこの点の検討をさらに進めるべきである。第二
に、水平的相互作用型、凝集型の顧客組織間ネットワークへの参加が定着を強める
傾向は、経時的データから確認できるもの、その効果の確定については、顧客組織
の資源、規模、地域性、意欲やサービスの種類等の関連する他変数の影響について
の詳細な分析と検討がさらに必要である。生存時間分析だけではなく他の分析手法
を用いて、他の変数の影響を検討すべきである。第三に、本論文の分析枠組が他の
社会サービス領域に応用可能であるのかについてはさらなる検討が必要である。 

しかし、こうした課題も、今後の筆者の研究の発展によって解明が進むと思われ
る。よって、本論文は博士（経済学）の学位論文として価値あるものと認める。ま
た、令和3年2月1日、論文内容とそれに関連した事項について試問を行った結果、合
格と認めた。なお、本論文は、京都大学学位規程第１４条第２項に該当するものと
判断し、公表に際しては、その出版を予定しているために、令和5年3月31日までの
間、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 

 
要旨公表可能日：  令和 3 年 4 月 1 日以降 
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